別記様式第３号（第５条関係）

誓約書兼同意書
　　　年　　月　　日
　

　令和４年度和歌山市事業再構築支援補助金交付要綱第５条に規定する交付の申請を行うことについて、次の内容を全て満たしていることを誓約し、その内容について違背していることが判明した場合又は違背していることが思料される場合には、関係各署に情報提供し、又は和歌山市が情報照会することに同意します。また、和歌山市が行う市税情報の利用に同意します。
（１）法人等にあっては市内に主たる事務所又は事業所を有し、個人にあっては市内に住所を有
すること。
（２）自身が行う事業に関係する法令を遵守していること。
（３）市税を滞納していないこと。
（４）申請者又はその役員が次のいずれにも該当していないこと。
　　ア　暴力団員（和歌山市暴力団排除条例（平成２３年条例第２８号。ウにおいて「暴力団排除条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

イ　法人その他の団体で、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員に該当するものがあるもの
ウ　暴力団（暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者

エ　不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的で暴力団又は暴力団員を利用している者
オ　暴力団若しくは暴力団員の威力を利用し、又は暴力団の活動若しくは運営に協力する目的で、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対し、相当の反対給付を受けないで金品その他の財産上の利益を供与した者

（５）事業実施に係る報告事項に虚偽がないこと。
上記内容について、偽りがあることが判明した場合については交付決定の取消しに同意し、交付された補助金がある場合は返還することを誓約します。
（宛先）和歌山市長　

申請者（自署又は記名押印）
住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（団体の場合は、団体名及び代表者氏名） 
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